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はじめに 
 
 
活力ある豊かな福祉社会の実現を目指す視点に立って行われた平成６

年の税制改革の一環として、地方分権の推進、地域福祉の充実等のため、

従来の消費譲与税に代えて新たに地方消費税が創設された。 

 地方消費税は、消費一般に薄く広く公平に負担を求める都道府県税であ

り、その税収を最終消費地に帰属させるための仕組みとして、我が国独自

の清算制度が構築された。 

 

 平成９年４月にこの地方消費税が導入されて以来、地方の社会保障財源

の確保等の観点から、偏在性が小さく安定的な地方の基幹税としての充実

が図られ、最も重要な地方税源のひとつとして定着してきたところである。 

地方消費税導入後 20 年を経過した今日、この清算に用いる清算基準に

ついて、地方消費税の税収を最終消費地の都道府県により適切に帰属させ

る観点から、社会経済情勢の変化や統計改革等の状況を踏まえた抜本的な

見直しを行うべき時期にある。 

 

本検討会は、専門的見地から、清算制度の意義と役割を改めて検証しつ

つ、清算基準における統計データの利用方法や代替指標のあり方を見直し、

あるべき清算基準についての検討を行うものである。  
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１． 本検討会の設置と審議経過等 

 

（１）本検討会の設置に至る経緯と設置の趣旨 

 

 社会保障と税の一体改革を通じ、地方の社会保障財源を安定的に確保す

る観点から、地方消費税の税率については、従来の消費税１％相当から、

まず 1.7％相当に引き上げ、さらに 2.2％相当に引き上げることが決定さ

れた。この税収の引上げ分については、従来分の１％と異なり、社会保障

財源として法律上の位置づけ1も明確化されたところである。 

 これらの地方消費税の税率引上げに伴い、地方消費税の税収は、従来の

2.8兆円程度から、６兆円を超える水準2にまで増加することとなる。この

地方消費税については、その税収を最終消費地である都道府県に適切に帰

属させる観点から、消費に相当する額に基づいた清算が行われることとな

っている。この清算基準については、地方消費税が平成９年度に導入され

て以来、抜本的な見直しは一度も行われていない。 

 その間、社会経済情勢や我が国の統計制度の状況は変化してきており、

社会保障財源としての地方消費税の充実が図られる中、現行の清算基準に

よって適切な税収帰属が実現しているのかどうか、改めて統計データの利

用方法等を見直すべきとの声が高まっている。 

 こうした背景から、平成 29年度税制改正における与党税制改正大綱3に

おいて、以下のような検討事項4が明記されることとなった。 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
1 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交

付税法の一部を改正する法律」（平成 24年法律第 69号。以下「税制抜本改革法（地方税）」と

いう。）に明記。 

2 消費税率１％を 2.8兆円とした場合、2.2％相当の税収見込みは、6.16兆円となる。 
3 平成 28 年 12月８日に決定。 

4 与党税制改正大綱のうち、「第三 検討事項」の 14項目として明記。 
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 この大綱を踏まえ、平成 30 年度税制改正に向けて、地方消費税の清算

基準の抜本的な見直しの検討を行うこととなったが、この基準の見直しは、

結果的に都道府県間の税収帰属に影響を及ぼすことから、統計データの取

扱いなどについて専門的見地からの検討が必要である。このため、総務省

地方財政審議会の下に、本「地方消費税に関する検討会」を設置し、具体

的な検討を進めることとなったものである。 

 本検討会においては、平成 29 年４月の設置以来、７回の会合を重ね、

事務局における統計データの精査作業なども踏まえながら、慎重に議論を

進め、本報告書を取りまとめたところである。 

（２）地方公共団体における動向

 本検討会には、地方公共団体の意見を反映する観点から、全国知事会、

全国市長会、全国町村会をそれぞれ代表する立場の委員にも参画いただき、

議論を進めることとした。 

 この間、各ブロック単位や各都道府県単位で個別に様々な意見・提言を

行う動きもあったが、特に全国知事会においては、地方消費税の清算基準

の見直しについて、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」の中にお

いて、以下のとおり意見が取りまとめられたところであり、本検討会にお

いてもその内容が紹介され、議論が行われた。 

平成 29年度与党税制改正大綱（抄）（平成 28年 12月８日 自由民主党・公明党） 

第三 検討項目 

14 地方消費税の清算基準については、平成 30年度税制改正に向けて、地方消費税

の税収を最終消費地の都道府県により適切に帰属させるため、地方公共団体の意見

を踏まえつつ、統計データの利用方法等の見直しを進めるとともに、必要に応じ人口の

比率を高めるなど、抜本的な方策を検討し、結論を得る。 
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地方税財源の確保・充実等に関する提言（抄）（平成 29 年７月 28 日全国知事会） 

Ⅲ 税制抜本改革の推進等 

２ 「人口」を重視した地方消費税の清算基準の見直し 

地方消費税については、税の最終負担者である消費者が消費を行った地域と税

収の最終的な帰属地を一致させるために、各都道府県間において清算を行ってお

り、清算基準である「消費に相当する額」については、消費指標として「商業統

計調査」に基づく「小売年間販売額」と「サービス業基本調査」（平成 27 年度か

らは「経済センサス活動調査」）に基づく「サービス業対個人事業収入額」の合計

額を用い、これらにより把握できない部分については、消費代替指標として「人

口」及び「従業者数」をそれぞれ同割合で用いてきたところである。 

平成 27 年度税制改正においては最終消費地とは異なる事業所の所在地で計上

されていると考えられる情報通信業等を、平成 29 年度税制改正においては同様の

理由で通信・カタログ販売及びインターネット販売を、それぞれ清算基準に用い

る数値から除外することとされた。こうした事業者の売上に関する指標である現

行の統計データについて一定の見直しを行うとともに、「従業者数」の比率を引き

下げ、「人口」の比率を高める見直しも行われたところである。 

また、平成 29 年度大綱においては、「平成 30 年度税制改正に向けて、地方消費

税の税収を最終消費地の都道府県により適切に帰属させるため、地方公共団体の

意見も踏まえつつ、統計データの利用方法等の見直しを進めるとともに、必要に

応じ人口の比率を高めるなど、抜本的な方策を検討し、結論を得る。」とされたと

ころである。 

平成 30 年度税制改正に向けて、清算基準の見直しにあたっては、料理飲食等消

費税等を整理統合して地方消費税が創設されたことや社会保障財源を確保するた

め地方消費税率を引き上げる経緯、近年の社会経済情勢の変化等に留意しつつ、

統計改革の動きも踏まえ地方消費税に係る税収の最終的な帰属地と最終消費地を

一致させることを目的として統計データの利用方法等の見直しを進め、可能な限

り経済活動の実態を踏まえたものとするとともに、商業統計や経済センサス活動

調査において正確に都道府県別の最終消費を把握できない場合に、消費代替指標

として「人口」を用いること等により、算定における「人口」の比率を高める方

向で見直すことを検討すべきである。 
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２． 地方消費税の清算制度の意義と役割 

 

（１）地方消費税と清算制度 

 

地方消費税が平成６年の税制改正で創設され、平成９年４月１日に導入

されてから 20 年が経過した。地方分権の推進、地方福祉の充実等のため

創設された地方消費税は、偏在性が小さく安定的な地方の基幹税としての

役割を果たしてきた。少子高齢化の進展に伴い増加が見込まれる地方の社

会保障財源として、ますますその重要性が高まっている。   

地方消費税は、国の消費税と密接不可分の制度として仕組むこととされ

た5ものであり、国の消費税と同様に、各流通段階で事業者に課税する一方、

前段階税額控除の仕組みを採ることとして、その税負担を最終消費者に求

める多段階の消費課税である。このため、仕向地原則に基づき、「最終消

費地と税収帰属地」は一致することが求められる。 

この「最終消費地と税収の帰属地の一致」については、例えば、課税資

産が生産されてから、卸売等を経て、最終消費に至るまで、課税資産の譲

渡等が全て同一都道府県内で完結する場合については、問題なく一致する。 

一方で、生産・流通・消費過程が複数の都道府県にまたがる場合、「最終

消費地と税収の帰属地の不一致」が生じることから、課税取引ごとに「県

境税調整」を行う必要が生じる。しかしながら、これを実施するためには

膨大な事務負担が生じることから、現実的な仕組みとして、地方公共団体

間においてマクロ的な消費関連の指標により清算を行い、都道府県ごとの

「消費に相当する額」に応じて按分した額を各都道府県における地方消費

税収として帰属させることとし、「最終消費地と税収帰属地」を一致させ

るための調整を行うこととしたものである。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
5 例えば、地方消費税の賦課徴収については、国が消費税と併せて行うものとされている。（地

方税法（昭和 25年法律第 226 号。以下「法」という。）第 72条の 100〔貨物割の賦課徴収〕、

法附則第９条の４〔譲渡割の賦課徴収の特例等〕） 
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したがって、地方消費税は税それ自体としては各地方公共団体が事業者

に課税することで完結し、この清算制度は地方公共団体の公金の受渡しに

過ぎないように見えるが、実際には最終消費地と税収の帰属地を一致させ

るための地方消費税の理論上不可欠な制度として構築されたものである6。 

つまり、地方消費税と清算制度とが一体となって、最終消費地と税収帰

属地がマクロ的に一致し、地方消費税制度が地方独自の多段階型の消費課

税として成り立っており、かつ、これらの制度は、これまで 20 年にわた

って安定的に運営され、既に我が国に定着したものといえる。 

（２）清算基準の経緯

都道府県間の清算をする際には、都道府県ごとの「消費に相当する額7」

に応じて按分した額を各都道府県における地方消費税収として帰属させ

ることとしている。 

創設時において、この「消費に相当する額」は、指標の正確性、客観性

等を考慮して、国の指定統計を利用して算定することとされ、具体的には、

商業統計調査（以下「商業統計」という。）における「小売年間販売額」及

びサービス業基本調査における「サービス業対個人事業収入額」を用いる

こととされた8。これらの統計で捉えられ得るのは「消費に相当する額」の

おおむね４分の３であったことから、残りの４分の１に該当する消費の数

値については、国勢調査における「人口」及び事業所・企業統計調査にお

ける「従業者数」を１：１で用いて、代替することとされた。 

その後の統計改革により、現在は、サービス業基本調査は、経済センサ

ス活動調査に、事業所・企業統計調査は、経済センサス基礎調査に置き換

えられたが、その基本的な枠組みは創設時と同じである。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
6 「逐条解説 地方消費税」（平成 10年１月、地方消費税研究会）８、９頁参照 

7 法第 72 条の 114〔地方消費税の清算〕 

8 法第 72 条の 114第４項〔地方消費税の清算〕、地方税法施行令（昭和 25年政令第 245 号。以

下「令」という。）第 35条の 20〔消費に相当する額の算定方法〕 
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一方、清算基準に利用する統計データについては、平成 27 年度税制改

正において経済センサス活動調査から「情報通信業」、「旅行業」、「土地賃

貸業」などを、平成 29 年度税制改正において商業統計から「通信・カタ

ログ販売」、「インターネット販売」を、それぞれ除外する一部見直しがさ

れたほか、代替指標について、人口の割合を高める改正がなされている。 

３． 今回の抜本的見直しの背景 

（１）社会経済情勢の変化

清算基準はその創設以来 20 年にわたり、部分的な見直しはされたもの

の、抜本的な見直しが行われることなく、現在まで運営されてきた。一方、

この間、インターネットの著しい普及、商店街の衰退と大規模小売店・大

型専門店等の伸長、サービス産業化の進展、様々な業務の集約やアウトソ

ーシング化、外国人による旺盛なインバウンド消費など、モノやサービス

の消費を取り巻く社会経済情勢は大きく変化している。 

こうした社会経済情勢の変化を踏まえ、現在の清算基準で用いている統

計データが最終消費を表す指標として適当かどうかについて、検証を行う

必要がある。 

（２）統計をめぐる動き

 清算基準の創設時から、サービスにおける消費額の把握については、サ

ービス業基本調査における「サービス業対個人事業収入額」が利用されて

きたところである。 

平成 16 年サービス業基本調査において、新たに「飲食サービス業」が

調査対象となったことにより、消費税導入以前に都道府県の料理飲食等消

費税の主たる課税対象であったものが統計データとして活用できるよう

になった。 
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さらに、平成 24年経済センサス活動調査からは、「不動産業」や「医療、

福祉」などサービス業の調査対象業種が拡大された上に、調査対象事業所

については、それまで一部の小規模事業所について、サンプル調査であっ

たものが、全数調査に拡大された。 

この結果、清算基準に用いられている小売とサービスの総額の割合は、

創設当時の 144 兆円：35 兆円から、現行では 118 兆円：86 兆円と大きく

変化した。このように、サービス業に係る統計の調査対象が大きく拡大し

てきたことを踏まえ、統計データの利用方法や統計データのカバー外の代

替指標のあり方について、検証を行う必要がある。 

（３）見直しの必要性

 地方の社会保障財源を安定的に確保する観点から、平成 26 年 4 月から

地方消費税の税率は、消費税率換算でそれまでの１％から 1.7％へと引き

上げられた。さらに、平成 31 年 10 月からは地方消費税の税率を 2.2％へ

と引き上げることが法律で定められている9。 

 このように地方消費税が充実し、その総額が増えていく中、地方消費税

の税収をより適切に、最終消費地に帰属させることが求められている。 

今後とも安定的に地方消費税制度を持続・充実させていくためにも、抜

本的に清算基準のあり方を検証し、見直しを行うべきである。 

なお、地方消費税における市町村交付金については、創設以来、交付基

準として人口と従業者数を１／２ずつ用いることとされており10、社会保

障財源としての税率引上げ分については、人口で配分している。本検討会

は、地方消費税の税収を最終消費地の都道府県により適切に帰属させる観

点から清算基準の検討を行うものであることから、市町村への交付基準に

ついては検討の対象としないこととした。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
9 税制抜本改革法（地方税）に明記。 

10 法第 72 条の 115〔地方消費税の市町村に対する交付〕 
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４． 見直しに当たっての基本的考え方 

（１）基本的考え方

清算基準は平成９年度の制度導入以来、平成 27 年度税制改正及び平成

29 年度税制改正において、一部の統計データの除外を行うなどの見直し

が行われたところであるが、統計データのカバー率（消費に相当する額の

うち小売年間販売額及びサービス業対個人事業収入額を用いることとし

ている割合。以下「統計カバー率」という。）については、創設以来 75％

を維持したままであり、これまでの見直しは限定的なものにとどまってい

る。 

２．で述べたような清算制度の意義と役割から、清算において使用する

清算基準については、「消費に相当する額」を用いることが理論上不可欠

である。今回の抜本的見直しに当たっては、この「消費に相当する額」と

して利用している統計データや代替指標が、最終消費を適切に表すものと

なっているか検証することが必要である。 

地方消費税の税収を帰属させるべき最終消費を把握するに当たっては、

できる限り統計を活用し正確に最終消費の額を把握し、それを用いること

を基本とすべきである。一方、清算基準たる統計データとして利用するこ

とが適当でないものについては、それを除外する必要がある。その上で、

正確に都道府県別の最終消費の額が把握できないものについて、わかりや

すい代替指標を用いることとするべきである。 

本検討会としては、こうした基本的考え方に立って、今回、地方消費税

制度創設以来、初めてとなる抜本的見直しとして、統計データの利用方法、

統計カバー率、統計データのカバー外の代替指標について、全般的な検討

を行うこととする。 
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（２）供給側統計を基本とした見直し

地方消費税は、消費型付加価値税であり、最終消費者を実質的な負担者

とするものである。したがって、その税収は、仕向地原則に基づき最終消

費地に帰属を図るべきである。県境税調整を行う機関を有さない我が国に

おいては、統計から直接把握できる各都道府県における最終消費の額を用

いて清算を行っている。 

地方消費税の清算基準は、多額の税収の帰属を決定するものであること

から、関係者が合理的であると納得できることが必要であり、清算基準に

用いる統計データは、都道府県別の最終消費を的確に捉えたものである必

要がある。 

現在、都道府県ごとの消費状況に関連する統計としては、①需要者（消

費者）側の統計（家計調査、全国消費実態調査等）、②供給者（事業者）側

の統計（商業統計、経済センサス活動調査）が存在するが、以下のとおり、

一定の限界・制約がある。 

① 需要者（消費者）側の統計

需要者（消費者）側の統計とは、家計側から消費の実態を把握する統計

である。我が国において得られる需要側の統計では、「家計調査」、「全国

消費実態調査」等がある。この需要側統計から都道府県別の最終消費の額

を捉えるアプローチ方策としては、サンプル世帯の家計消費支出に季節補

正や世帯数補正など一定の推計を行う必要がある。また、いずれもサンプ

ル調査であることから、抽出されたサンプル世帯の消費動向や、調査対象

期間の消費動向の偏りが推計により拡大されてしまうおそれがある。 

既述のように、清算基準は、多額の税収の帰属を決定するものであるこ

とから、客観的なものとして合意が得られること等が必要であることを踏

まえると、需要側統計を清算基準に直ちに用いることは困難である。 
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 また、都道府県別の最終消費等を把握する統計として、県民経済計算や

都道府県別の産業連関表があるが、その推計方法は必ずしも全都道府県統

一ではない11こと等から、直ちに用いることは難しい。 

 

② 供給者（事業者）側の統計 

供給者（事業者）側の統計とは、財やサービスを供給する事業者側から

消費の実態を把握する統計である。我が国において得られる供給側の統計

では、「商業統計」及び「経済センサス活動調査」があり、それぞれ対象業

種については全数調査で、都道府県別の「小売年間販売額」と「サービス

業対個人事業収入額」を把握することができ、制度創設以来、清算基準に

用いている。  

 この供給側の統計に関しては、対個人事業収入額が不明である業   

種や、そもそも調査対象となっていない業種があり、最終消費全てをカバ

ーすることができないこと、原則として供給された場所（事業所の所在地）

で計上される統計であることから、統計上の供給地と最終消費地の間にズ

レが生じることなどの課題が指摘されている。  

 

 このように、現行の統計には様々な限界や制約が存在するが、清算基準

に求められる納得性、的確性等を踏まえれば、指摘される課題への対応を

行いながら、今回の見直しについては、制度創設以来用いてきた供給側統

計を引き続き利用せざるを得ず、これを基本として見直しを行うべきであ

る。 

 

（３）供給側統計の利用方法の見直しに当たっての留意点 

 

地方消費税の清算基準は、多額の税収の帰属を決定するものであること

から、①信頼性（客観的なものとして合意が得られるという観点から最終

消費を的確に捉えていること）、②安定性（頻繁に見直す必要がない基準

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
11 「平成 25年度県民経済計算年報」参照 



13 

であるべきとの観点から制度的に安定していること）、③簡素さ（対外的

に公表している数値を用いるなど住民から見て税収の帰属がわかりやす

いという観点から簡素であること）という３つの要件12を満たしているこ

とが必要である。 

（４）今後の統計改革等への対応

現在、GDP統計の精度向上に向けた統計改革が進められている。この中

で、商業統計については、平成 31 年度からその調査頻度を現行の５年ご

とから、毎年実施に変更し、その調査方法も現在の全数調査からサンプル

調査に変更する方向13で検討が進められている。 

地方消費税の清算基準として用いる統計としては、都道府県ごとの最終

消費を的確に捉える必要があることから、サンプル調査でない（全数調査

である）ことが要件とされてきたことを踏まえれば、地方消費税の制度に

も大きく影響する可能性がある。 

一方、経済センサス創設時に、商業統計の簡易調査部分が統合されてお

り、都道府県ごとの小売年間販売額の把握は可能である。経済センサスを

充実させるという、これまでの統計改革の趣旨を踏まえ、経済センサスの

小売業に係る統計が、現行の商業統計と同等以上のデータが得られる調査

となるよう、統計のユーザーとして関係府省に対し、適切な対応を強く要

請すべきである。  

 また、県民経済計算等については、その推計方法は必ずしも全都道府県

統一ではないこと等から、直ちに清算基準として用いることは困難ではあ

るが、将来的に、需要側統計のサンプル規模の拡大や県民経済計算や都道

府県別の産業連関表の全国統一的な作成といった統計の見直しが行われ

た場合には、改めて清算基準のあり方も検討されるべきである。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
12 「地方消費税の清算基準に関する研究会報告書」（平成 20年４月）39 頁参照 

13 「統計改革推進会議最終取りまとめ」（平成 29 年５月） ２．ＧＤＰ統計を軸にした経済統

計の改善（７頁以降）参照 
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５．統計データの利用方法の見直し    

 

（１）統計データの利用方法の基本的考え方 

 

 地方消費税において、税収の帰属地は、「最終消費地」とされるべきで

ある。この場合の最終消費地とは、原則として、小売については、「実際に

商品が使用（消費）された場所（主として「居住地」）」、サービスについて

は、「サービスの供給地」と考えるべきである。 

 統計データの利用方法の見直しに当たっては、まず最終消費を表すデー

タをできる限り活用するという観点に立った検討を行うとともに、統計の

計上地と最終消費地にズレが生じているものがないかを検証し、清算基準

として利用することが適当ではないものについては、これを除外すべきで

ある。 

また、非課税取引については、消費税の課税対象ではないことから、当

該取引に係る課税仕入れ分（中間投入）が正確に把握できる場合を除き、

清算基準から除外すべきである。 

 

（２）最終消費を表していると考えられるデータの活用 

 

経済センサス活動調査の導入により、「建設業」などこれまで調査対象

でなかった新たな業種の売上高が把握できるようになった。これらについ

ては、都道府県ごとの対個人事業収入額は把握できないため、そのままで

は清算基準に用いることができないが、所管省庁等が編集・作成している

関連統計が存在する分野について、最終消費を表していると考えられるデ

ータが新たに活用できないか、本検討会において以下のような検証を行っ

た。 

まず、「建設業」については、個人向けの住宅建設などにおける最終消

費について、国土交通省の「建築着工統計調査」における「建築工事費予

定額」に着目した。この統計からは、都道府県ごとに、建築主別のデータ

を得ることができるものの、同統計における対個人の工事費予定額には、
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最終消費者ではない個人事業主分が含まれていること14、工事費予定額で

あって消費額ではないという問題が残った。 

「電気業」、「ガス業」については、経済産業省資源エネルギー庁の「エ

ネルギー消費統計調査」における「家庭」の消費量データ15を得ることが

できる。しかしながら、これらは消費「量」に過ぎず、消費「額」ではな

いため、清算基準として用いるためには一定の推計作業が必要となる。 

「水道業」については、「地方公営企業決算状況調査」で都道府県ごと

の売上高は把握できるが、対個人分は把握できない。 

「情報通信業（通信業・放送業）」についても検討したが、個別の企業等

の統計データは一部得られるものの、清算基準に活用することは困難であ

る。 

以上のようなことから、今回の検討において、新たに清算基準として活

用できるデータは現時点では見当たらないという結論に達した。 

なお、統計改革などを踏まえながら、今後ともこうした観点から、清算

基準として利用可能な統計データがないかどうかの検証作業は定期的に

行われるべきである。 

 

（３）最終消費を表すデータとして利用することが適切でないと考

えられるもの 

 

 現在、清算基準として利用している統計データについては、先述したと

おり、以下の２つの視点に基づき、その利用が適切かどうかの検証を行う

必要がある。 

 

【視点 A】 統計の計上地と最終消費地にズレが生じているものがないか

どうか 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
14 調査上の定義として「個人」とは、「個人及び個人事業主」とされている 

15 電気（単位：10^6 kWh）、ガス（単位：10^3 MJ） 
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地方消費税の清算基準に用いるべき消費に相当する額は、最終消費地に

おける消費額とするべきであり、統計の計上地と最終消費地にズレが相当

程度発生しているものについては、除外すべきである。 

 

【視点 B】 非課税取引等に関するものが含まれていないか 

非課税取引については、消費税の課税対象ではないことから、課税仕入

れ分（中間投入）が正確に把握できる場合を除き、除外すべきである。 

 

 本検討会においては、事務局を通じ、一般には開示されていない情報な

どについても関係府省や業界団体等の協力を得ながら、商業統計及び経済

センサス活動調査の統計データを網羅的に精査した。 

 

① 小売（商業統計）に関するもの 

 小売においては、税収を帰属させるべき「最終消費地」は、商品を購入

した場所ではなく、実際に商品を使用（消費）した場所と考えるべきであ

る。しかし、現在の清算基準では供給者側の統計を用いていることにより、

統計の計上地と最終消費地にズレが生じている場合がある。 

 具体的なケースとしては、県境を越えた「持ち帰り消費」がある。例え  

ば、A 県在住の人が B 県にある店舗で商品を購入し、A 県に持ち帰って使

用（消費）する場合がある。この場合、本来税収が帰属すべき最終消費地

は A県であるにもかかわらず、売上げは B県に計上されることとなる。 

 商業統計においては、商品（品目）分類別、商品販売形態別、業態分類

別の小売年間販売額のデータがそれぞれ都道府県ごとに利用可能となっ

ており、今回はそれぞれのデータごとに検証した。 

 検証の結果、商業統計における業態分類別のデータのうち、「百貨店」

及び「家電大型専門店」における小売年間販売額について、その他の小売

年間販売額のデータに比して、特定の都道府県に偏りがみられることが判

明した。これらについては、関係業界へのヒアリング等を通じても、県境

を越えた持ち帰り消費や県外への商品発送、免税となるインバウンド消費

が相当程度含まれていることが確認された。 
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 また、商品販売形態別のデータのうち、「自動販売機による販売」につ

いては、特定の都道府県に著しく偏っていることから、自動販売機の所在

地ではなく、自動販売機を所有する企業等が一括して本社等に販売額を計

上していると推定される。 

これらについては、統計の計上地と最終消費地が乖離していることが推

定されるため、統計データから除外する方向で検討すべきである。 

 なお、通信・カタログ販売、インターネット販売についても、消費者の

最終消費地と異なる事業所の所在地で売上げが計上されていることから、

既に過去の改正において除外することとしており、これらは引き続き除外

することが適当と考えられる。 

 

② サービス（経済センサス活動調査）に関するもの  

サービスについては、サービスの供給地が最終消費地であることから、

小売においてみられる持ち帰り消費のようなズレは発生しないように考

えられるが、統計の計上地とサービス供給地が一致しないものがないかの

検証を行った。 

まず、「建物売買業」については、個人における主たる最終消費は購入

したマンションに居住することであるが、関係業界へのヒアリングを通じ、

A 県に所在する物件の契約について、B 県に所在する本社等の契約センタ

ーで行うケースや、全国のマンション売上げについて県境を越えたエリア

単位で設置する事業所ごとに一括計上することで統計データも本社所在

地に全て計上されているケースが非常に多いことが判明した。 

また、「娯楽に附帯するサービス業」においては、いわゆるプレイガイ

ドの事業者の対個人事業収入額が、全国のコンビニ端末などを通じたチケ

ット等の売上げを本社で一括計上しているケースが確認できた。同業に含

まれる場外馬券などについても同様である。 

これらについては、統計の計上地と最終消費地が乖離していることが推

定されるため、統計データから除外する方向で検討すべきである。 
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なお、既に除外済みの「旅行業」、「娯楽業」のうち競輪・競馬等16につ

いては、同じ観点から引き続き除外することが適当と考えられる。 

「不動産賃貸業（貸家業、貸間業を除く）」においては、貸事務所業を

本業とする事業者が補完的に土地賃貸業や貸家業を営み、これらに関す

る収入（非課税）が、対個人事業収入額の多くを占めていること、また、

「不動産管理業」においては、賃貸管理する物件に入居する個人からの

家賃収入（非課税）が、対個人事業収入額の多くを占めていることが明

らかになった。 

 これらについては、非課税取引に該当するため、既に除外済みの「土

地売買業」、「土地賃貸業」、「貸家業、貸間業」と同様に、統計データから

除外する方向で検討すべきである。 

 「医療、福祉」については、平成 24年経済センサス活動調査への切替

えに伴い、新たに病院等が調査対象に追加され、清算基準に算入される

こととなった。しかし、現実には、その売上げは、主として診療報酬や介

護報酬の対象で非課税であり、統計データから除外する方向で検討すべ

きである。 

なお、課税仕入れに相当する部分については、清算基準として用いるべ

きという意見もあるが、課税仕入れの割合は、消費税率引上げに伴う過去

の診療報酬改定等17に際して、サンプル調査等により分析された医療機関

等の費用構造がひとつの参考となり得るものの、病院や診療所、診察科目

などによっても異なり、都道府県ごとに把握することは現時点で不可能で

あるため、慎重に検討すべきである。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
16 経済センサス活動調査における「競輪・競馬等の競走場、競技団」 

17 平成 26 年４月１日からの消費税率引上げに伴う医療機関等の消費税負担上昇分について医

療機関等の費用構造を踏まえ、改定率を定めたもの（診療報酬改定率：1.36％、介護報酬改定

率：0.63％） 
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以上のような統計データのほかに、統計の計上地と最終消費地が乖離し

ていることが推定されるものや非課税取引に該当するものがあれば、同様

に除外する方向で検討すべきである。 

 

 

６．統計データのカバー率 

  

地方消費税の清算基準においては、消費に相当する額のうち４分の３

（75％）は、「小売年間販売額」及び「サービス業対個人事業収入額」とい

う統計から直接把握できる金額が用いられている。 

統計カバー率を 75％とした地方消費税創設当時の考え方は、直近の国

の消費税収から割り戻した課税ベースに対する「小売年間販売額」及び「サ

ービス業対個人事業収入額」をそれぞれ SNA 補正18した数値の合計額の比

率（以下「計算上のカバー率」という。）が約 75％であることを踏まえた

ものである。 

 なお、この SNA補正に当たっては、持ち家の帰属家賃を控除することを

検討すべきである。 

 この統計カバー率（75％）については、地方消費税制度の創設以降、統

計データの更新や除外等を行ってきたが、創設当時の考え方に基づけば、

75％の設定は、おおむね妥当であったことから、これまで変更は行ってき

ていない。 

統計データの更新などに伴い、計算上のカバー率については、一定の変

化があるが、清算制度の安定的運用の観点からは、統計カバー率の見直し

は本来、頻繁に行われるべきものではない。 

ただ、今回は制度創設以来の抜本的な見直しであることから、統計カバ

ー率については、５．の統計データの利用方法の見直しを踏まえ、再計算

し、新たに設定すべきである。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
18 国民経済計算の家計最終消費支出を用いて、統計の調査対象年と消費税の課税年度の調整を

行うもの。（本報告書 37頁「創設時における清算基準のカバー率の考え方」参照） 



 

20 

 

７．統計データのカバー外の代替指標 

 

地方消費税の清算基準については、「消費に相当する額」のうち、統計

でカバーできない残りの４分の１（25％）については、「人口」及び「従業

者数」を代替指標として用いている。 

これらの代替指標は、消費譲与税の譲与基準として用いられてきたもの

であり、創設時においては、人口と従業者数の割合は、１：１（12.5％：

12.5％）とされ、平成 27 年度税制改正及び平成 29 年度税制改正を経て、

現行では、７：３（17.5％:7.5％）となっている。 

代替指標は、地方公共団体にも、地方消費税の最終負担者である住民に

もわかりやすい、簡素なものであることが必要である。このため、「人口」

と「従業者数」という２つの選択肢以外に新たな指標を見出すことは、現

時点では困難といえよう。 

このうち、従業者数については、消費税の導入時に廃止された料理飲食

等消費税の存在や、その後の消費譲与税の譲与基準などに従業者数が用い

られた経緯を踏まえ、特にサービスに関する消費を代替する指標として用

いられてきたものといえる。 

しかしながら、今回は地方消費税の創設以来 20 年が経過し、抜本的な

見直しを検討するものであり、地方消費税の税収をより適切に帰属させる

という観点からすれば、改めて従業者数を用いる経過措置的な意義はもは

や残っていない。 

さらに、先述したとおり、サービス消費については、平成 16 年サービ

ス業基本調査において、新たに飲食サービス業が調査対象となったこと、

平成 24 年経済センサス活動調査から調査対象が全事業所となったことな

ど、地方消費税創設当初と比べてサービス統計の調査対象が大きく拡大し、

清算基準におけるカバー内に移行している。このため、単にサービスの代

替指標として従業者数を用いる、という考え方は見直されるべきである。 

カバー外の代替指標として何が適切なのかを考えるためには、カバー外

にどのような業種や消費が存在するかを検証する必要がある。 
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まず、最終消費を表しているデータの活用の際に検討した、建設業、電

気・ガス・水道業、情報通信業などに関しては、人口との相関関係が強い。 

運輸業については、対個人事業収入は、旅客や個人向け荷物の輸送など

が主体であろうが、サービスの供給地を旅客は出発地、輸送は到達地と考

えると、居住地、つまりは人口と比例的と考えることもできよう19。旅行

業についても同様である。 

以上に加え、インターネット販売など過去の改正で除外済みの小売につ

いては、従業者数よりも人口を代替指標と考えるほうが適当であることな

どを考えると、カバー外に存在すると推定される消費の代替指標としては、

人口が最も適当であると考えられる。 

以上のことから、統計データのカバー外の代替指標については、人口が

最も簡明で適当であることから、人口を基本として考えるべきであり、従

業者数については、清算基準に用いないこととする方向で検討すべきであ

る。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
19 「地方消費税の充実に向けた諸問題に関する研究会報告書」（平成 22年１月）14、15頁参照 
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おわりに 

 

 

本格的な人口減少社会に直面しつつある我が国において、少子高齢化

への対応だけではなく、活力あふれた地域の創造、将来を支える人材の

育成など、取り組むべき課題は山積している。 

そうした中、地方公共団体が安定的に行政サービスを提供するための

財源をどう確保していくかは、常に最大の課題として存在している。 

 

地方消費税は、国の消費税と同様、薄く広く、最終消費者に負担を求

める税であると同時に、清算制度と一体的に運用されることを通じ、最

も安定的で偏在の少ない地方税である。 

この清算を行うための清算基準は、最終消費者が負担した税を最終消

費地の都道府県により適切に帰属させるために極めて重要なものであり、

負担者にも都道府県にも理解しやすく、かつ、納得され得るものでなけ

ればならない。 

 

地方消費税率の更なる引上げが平成 31 年 10 月に迫る中、地方消費税

の創設以来初めてとなる抜本的見直しについて本検討会では慎重に議論

を進め、本報告書を取りまとめた。 

平成 30 年度税制改正においては、本報告書の趣旨を踏まえ、具体的な

成案が得られることを期待している。 

 

 

 

 

 

 

 

 



参 考 資 料
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「地方消費税に関する検討会」開催要綱 

 

 

１．趣  旨 

与党税制改正大綱における記述を踏まえ、地方財政審議会に「地方消費税に

関する検討会」を設置し、地方消費税の清算基準等について検討を進める。 

 

 

２．名  称 

   本検討会は、「地方消費税に関する検討会」（以下「検討会」という。）と称する。 

 

 

３．構  成 

（１）関連する分野の学識経験者として、別紙に掲げる地方財政審議会特別委員

（地方財政審議会令第２条第２項に基づき総務大臣が任命）を検討会の構成員

とする。 

（２）（１）の者に加え、地方財政審議会委員及び別紙に掲げる地方公共団体関係 

者をもって、検討会を構成する。 

 

 

４．運  営 

（１）検討会に座長を置き、地方財政審議会会長があらかじめ座長を選任する。 

（２）検討会は、座長が運営する。 

（３）検討会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

（４）検討会の会議は、原則として公開しないが、会議終了後、配付資料を公表す

るとともに、必要に応じブリーフィングを行う。また、速やかに会議の議事概要を

作成し、これを公表するものとする。 
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地方消費税に関する検討会 

 
 

（地方財政審議会委員） 

堀 場 勇 夫 会長 

植 木 利 幸    

  鎌 田    司  

中 村 玲 子  

宗 田 友 子  

 

（地方財政審議会特別委員） 

上 村 敏 之  関西学院大学学長補佐・経済学部教授 

関 口     智  立教大学経済学部教授 

辻   琢  也  一橋大学理事・副学長 

中 里     透  上智大学経済学部准教授 

林   正 義  東京大学大学院経済学研究科教授 

◎持 田 信 樹  東京大学大学院経済学研究科・研究科長/経済学部長 

望 月 正 光  関東学院大学経済学部教授 

吉 村 政 穂  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

 

（地方公共団体関係者） 

石 井 隆 一  富山県知事（全国知事会地方税財政常任委員会委員長） 

  髙 橋 正 樹  富山県高岡市長（全国市長会都市税制調査委員会委員長） 

  山 崎 親 男  岡山県鏡野町長（全国町村会財政委員会委員長） 

                              （※第１回～第４回） 

遠 藤 栄 作  福島県鏡石町長（全国町村会財政委員会副委員長） 

                              （※第５回～第７回） 

◎＝座長 

別 紙 

（敬称略） 
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地方消費税に関する検討会 開催実績 

 

第１回：平成 29年 4月 25日（火）  

（１）地方消費税の清算基準について（制度概要、最近の動向等） 

（２）自由討議 

 

第２回：平成 29年６月２日（金） 

（１）各種統計の現状 

（２）過去の研究の概要 

（３）統計改革と地方消費税の清算基準の関係 

 

第３回：平成 29年６月 23日（金）  

（１）地方政府の付加価値税・売上税等に関する外国事例 

（２）カナダ HSTの州への配分について 

 

第４回：平成 29年７月 25日（火） 

統計による最終消費の捉え方 

 

第５回：平成 29年９月 22日（金）  

 論点の整理 

 

第６回：平成 29年 10月 25日（水）  

 論点の整理 

 

第７回：平成 29年 11月 13日（月）  

 報告書のとりまとめに向けて 
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